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第1章 総 則 
 
 
（目 的） 
第 １条  この要領は、東京都交通局（以下、当局）が所管する、地下鉄及び路面軌道の営業線

における建設工務部保線管理所管轄の軌道工事等の立会を、当局立会者に代わり「軌道
施工管理者」が行う場合に必要な資格条件、業務内容、手続き等を定めたものであり、
工事の安全施工はもとより、電車運行の安全を確保することを目的とする。 

 
（適用範囲） 
第 ２条 この要領は、軌道施工管理者の資格条件・業務内容・手続き等に関して定めるものと

する。なお、この要領に定めのないものについては、以下を準用する。 
（１）東京都地下高速電車土木施設実施基準 
（２）工務係員作業安全要領 
（３）東京都交通局安全衛生管理規程 
（４）東京都交通局労働安全衛生保護具取扱要綱 
（５）東京都交通局地下高速電車係員規程 
（６）東京都交通局軌道係員規程 
（７）地下高速電車係員服務要綱 
（８）地下高速電車運転取扱実施基準 
（９）東京都交通局軌道運転取扱心得 
（10）地下高速電車保守用車及びトロリー取扱要領 
（11）東京都交通局電車軌道整備心得 
（12）保線用機械器具管理要領 
（13）保線作業認定要領 
（14）東京都交通局鉄道事業及び軌道事業安全管理規程 
（15）工事立会の手引き 
（16）緊急時対応マニュアル 

 
（用語の意味） 
第 ３条 この定めによる用語の意味は、次のとおりとする。 

（１）｢軌道施工管理者」とは、当局立会者に代わり「認定業務」を行うことを建設工務部
長が認定した者をいう。 

（２）「認定業務」とは、当局立会者が行う軌道保守工事の立会業務のうち、第５条で認
定された業務をいう。  

（３）「軌道工事」とは、鉄道及び路面軌道の軌道に関する新設工事を含む、軌道に関す
る工事、点検、検査、調査等をいう。 

（４）「軌道保守工事」とは、鉄道及び路面軌道の営業線においての、軌道に関する工事、
点検、検査、調査等をいう。新設工事は含まない。 

（５）「新規講習」とは、新規、新規扱いを対象とした講習をいう。 
（６）「継続講習」とは、継続申請者を対象とした講習をいう。 
（７）「地下鉄」とは、地下において鉄道事業を経営することを目的としている事業者が

運営する鉄道路線に加え、都市部に営業区間を有する鉄道路線の、地下区間（山岳部
のトンネルは除く）のことをいう。 
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（業 務） 
第 ４条 軌道施工管理者の行う業務は、次のとおりとする。  
   （１）認定業務を行う場合は、事前に当局監督員と十分打合せのうえ行うこと。 

なお、打合せ・指示事項は、その都度工事報告書に記載すること。 
   （２）軌道施工管理者は、東京都交通局の諸規定を遵守のうえ、作業中は現場に常駐し、

安全確保に努めること。特に、運転保安上の安全管理については、十分注意すること。 
（３）軌道施工管理者は、現場代理人等を兼務することができる。 
（４）認定業務の実施にあたっては、「構内入退場連絡票」(別紙１)の手続きをし、当

日の作業区間のトロリー通過予定表を事前に確認すること。（路面軌道を除く） 
（５）線路内へ立入る場合は、作業員の人数を確認するとともに駅係員に最終列車の確

認をすること。（路面軌道を除く） 
（６）トロリーの通過に際しては、トロリー通過に支障のないことを確認のうえ通過さ

せること。（路面軌道を除く） 
（７）作業中、線路施設に異常を発見した時、または損傷を与えた時は、損傷の程度に

係わらず、直ちに所管の保線管理所の（直営）班長（不在時は夜間連絡センター）
に報告し、その指示に従うこと。路面軌道の場合は、夜間連絡員に報告すること。 

（８）作業終了後は、仮置資機材及び作業員の員数を確認するとともに、仮置資機材等
の飛散防止や限界支障等の安全確認を行い、その状況を写真撮影すること。特に、
忘れ物には十分気をつけること。 

（９）認定業務を終了した場合は、工事日報に記載するとともに、速やかに「工事報告
書」（別紙２）及び「工事安全確認カード」（別紙３）を監督員に提出すること。 

      
（認定業務） 
第 ５条 軌道施工管理者が行う認定業務は、軌道保守工事の立会業務のうち、次の各号を除く。 
   （１）「線路閉鎖」を伴う場合 
   （２）「トロリー使用」を伴う場合 
   （３）「作業申請」を伴う場合 
   （４）他の基準規程等で監督員等の立会いが決められている場合 
   （５）保線管理所または受注者において、初めての工法を採用する場合 

（６）分岐器作業や連続した軌道整備作業等を行う場合 
（７）軌道仮受等で徐行を行う場合 

   （８）作業が、他の区と関係する場合 
（９）工事施工に伴い運転保安上、何らかの支障の発生が懸念される場合 

 
 
第２章 申 請 
 
（申請資格） 
第 ６条 軌道施工管理者の申請資格は、東京都建設工事等競争入札参加有資格者のうち「軌道」

業種に登録されている軌道業者と恒常的雇用関係にあり、次の条件を満たす者とする。 
     なお、新交通（日暮里・舎人ライナー）は、別途定める日暮里・舎人ライナーにおけ

る「安全作業責任者」資格・認定要領によるものとするため、実務経験等には含めない。 
（１）軌道工事に関し累計３年以上の実務経験を有すること 

実務経験には累計１年以上の軌道保守工事を含むこと。 
ただし、実務経験のうち、地下鉄の軌道保守工事に関する実務経験が６ヶ月に満た

ない場合は、路面軌道限定の軌道施工管理者として認定する。 
（２）当局退職者が本認定に申請する場合は、前号の規定にかかわらず、当局の保線管理

所に３年以上在籍した者とする。 
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（３）視 力 ： 両眼で0.7以上、片眼0.3以上（矯正可） 
色 覚 ： 正常であること 
聴 力 ： 純音聴力検査 1000Hｚ：40dB以内、4000Hｚ：65dB以内 
 

    また、継続講習の申請資格は、（１）～（３）に加え、次の（４）を満たす者とする。 
   （４）当局発注の軌道保守工事において、軌道施工管理者として、認定有効期間内に６ヶ

月以上の実務経験を有すること。 
（５）その他、特に建設工務部長が認めた者 
 

 
（申請受付期間） 

第 ７条 軌道施工管理者の認定申請は、講習の受付期間を設けることとし、適切な方
法（東京都交通局ホームページ等）により申請に必要な事項について公表する。ただし、
資格取得の必要性等を鑑み、随時認定申請を受け付け、講習を実施することが出来る。 

 
（申請手続き） 
第 ８条 軌道業者は、軌道施工管理者の申請にあたり、認定申込申請書（様式１号）に次の書

類を添付し、建設工務部長あてに１部提出する。 
 

（１）経歴書※１※２（様式 ２号） 
（２）恒常的雇用関係が確認できる書類（雇用証明書、保険証の写し等） 
（３）認定証用写真（縦30mm×横24mm）新規２枚、新規扱い・継続１枚  
（４）医学適正検査結果（様式は任意） 

医学適正検査結果の内容は、第６条（３）が確認できる書類とし、申請日から１年
以内に行われた健康診断結果等、によるものとする。 
色覚について運転免許証（写）は不可とし、検査結果を提出すること。 

   （５）工事認定記録の写し（継続申請のみ） 
 

   ※１ 地上線の軌道保守工事を経歴として挙げる際は、本要領第３条（７）に定義する
地下鉄区間が含まれていることを当局が確認するため、様式２の「工事件名」欄に
施工区間を必ず明記すること。 

※２ “新規扱い”申請者のみ提出を省略できるものとする。 
 
 
第３章 講 習 
 
（講習の方法） 
第 ９条 建設工務部長は、軌道業者からの申請に基づき、新規講習、継続講習を計画的に実施

する。 
   ２．保線管理所長は、軌道業者からの現場講習申請（様式４号）に基づき、現場講習を計

画的に実施する。 
 
（新規講習の内容） 
第１０条 新規講習の内容は、次のとおりとする。 

（１）地下鉄及び路面の概要    
（２）軌道構造、基準及び都営地下鉄特有事項等     
（３）事故防止と緊急時の対応    
（４）地下鉄及び路面の電気設備   
（５）安全管理     

  ２．第６条（２）に規定する当局退職者が退職後１年以内に申請する場合は、経歴書の内容
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に基づき、免除する事ができる。 
 
（継続講習の内容） 
第１１条 継続講習の内容は、次のとおりとする。 

（１）当局発注の軌道保守工事において、軌道施工管理者として、認定有効期間内に６ヶ
月以上の実務経験を有する場合 
１）事故防止と緊急時の対応    
２）地下鉄及び路面の電気設備   
３）安全管理 

（２）前項の要件に当てはまらない場合は「新規扱い」とし、受講内容と理解度確認試験
は新規講習に準じて行うものとする。 
 

（現場講習の内容） 
第１２条 現場講習の内容は、次のとおりとする。 

（１）地下鉄 
１）線路施設概要・トロリー指揮者マニュアル     
２）実習（受注した工事の安全管理・線路巡視等）   

       なお、３ヶ月以内に当該路線の「現場講習」を受講している場合は、１）の内容
を他の内容に変更することができる。 

（２）荒川線 
１）軌道係員規程・軌道運転取扱心得          
２）電車軌道整備心得                 
３）実習（受注した工事の安全管理・線路巡視等）    

    ２．保線管理所長は、工事に関する所内研修を実施する場合、工事契約期間中の軌道施
工管理者に研修実施を通知し、参加させるものとする。（例：ﾓｰﾀｰｶｰ脱線復旧訓練等） 

 
第４章 確認試験 
 
（理解度確認試験及びクレペリン検査） 
第１３条 建設工務部長は、新規講習（新規扱いを含む）及び継続講習終了後、次のとおり理解

度確認試験を行うものとする。 
（１）新規講習終了時     90分間  50問 
（２）継続講習終了時     45分間  25問 
 

２．試験開始20分後より、試験終了10分前までは途中退出を認めるが、再入場はできない
ものとする。 

 
３．途中退出の都合上、19分を超える遅参は受験を認めない。ただし、特別な事情による

19分以上の遅参もしくは欠席の際は、当局が事情を認めた際には別日に受験を認める。
試験開始前に当局へ連絡をすること。 

 
   ４．クレペリン検査は、内田クレペリン精神検査とし、判定基準は、東京都交通局適性検

査実施要綱（59交総第310号）に準ずるものとする。 
       

５．理解度確認試験受験中に不正を行った者については、直ちに会場から退場させ、その
後の試験の受験は認めない。 
不正を行った者については、３年間は軌道施工管理者の認定申請はできない。 
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第５章 合否判定 
 
（合否判定） 
第１４条 建設工務部長は、申請書類、理解度確認試験及びクレペリン検査の結果に基づき、合

否を判定し認定する。なお、合否結果以外の内容については、公表しないものとする 
２ クレペリン検査の結果が東京都交通局適性検査実施要綱（59交総第310号）の合格基 
準に満たない場合、１度のみ再検査を行うことができる。 

 
 
第６章 認 定 
 
（認定及び認定証の交付） 
第１５条 建設工務部長は、軌道施工管理者を認定した場合、所属する軌道業者あて通知書（様

式 ３号）を交付するとともに、認定証（様式 ６号）及び、新規認定の場合は認定記
録（様式 ７号）を交付する。 

   ２．路面軌道限定の軌道施工管理者の場合は、認定証に「荒川線限定」と記載する。 
    なお、認定有効期間内に、地下鉄での軌道保守工事の実務経験が６ヶ月以上を有した場

合は、継続手続き時に限定箇所（荒川線限定）を削除する。 
 
（認定証の効力） 
第１６条 認定証は、認定証交付後、契約ごとに実施する現場講習の受講をもって、その工事等

についての効力を発生する。 
   ２．効力発生の証として現場講習終了後、軌道業者あて通知書（様式 ５号）を交付する

とともに、認定記録に押印（所長印）する。 
 
（認定証の有効期限） 
第１７条 認定証の有効期限は、交付の日または継続の日から３年後の３月31日の夜間作業終

了までとする。 
また、交付日及び有効期限は和暦表記とする。（例：交付日：令和〇〇年４月１日、

有効期限：令和〇〇年３月31日） 
ただし、工事等が有効期限を超えて継続するときは、工事等の完了日とする。 

      

（認定の継続手続） 
第１８条 認定の継続手続については、本要領第６条～第８条及び、第１５条～第１７条を準用

する。 
 
（認定の取消し、失効） 
第１９条 建設工務部長は、軌道施工管理者として相応しくない行為や業務遂行に支障を来す

場合等があった場合は、認定を取消すことができるものとする。 
   ２．取消しを受けた者は、取消しを受けた日から３年間は軌道施工管理者としての認定申

請はできないものとする。 
   ３．軌道業者は、認定の取消し、失効があった場合は、速やかに認定証を返納することと

する。 
 
（所属会社の変更等） 
第２０条 軌道業者は、軌道施工管理者が会社を退職した場合、速やかに届け出るとともに、認

定証を返納するものとする。 
   ２．軌道業者は、過去３ヶ月以内に軌道施工管理者であった者が入社した場合、再交付申

請の手続きをすることができる。この場合、建設工務部長は、残余の期限の認定証を再
交付する。 
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（再交付手続） 
第２１条 認定証もしくは認定記録またはその両方を紛失、毀損等した場合は、再交付申請手続

により随時再交付する。 
２．再交付の申請手続は、本要領第８条及び第１５条を準用する。 
３．再交付申請の場合は、本要領第８条（３）の書類及び申請理由書（書式は任意）を添

付する。 
４．再交付の場合の有効期限は、再交付前の有効期限とし、再交付前に交付した認定証は、

前項による交付申請書（様式１）を当局が受領した時点で無効とする。失効した認定証
を発見した際は、直ちに当局に返納すること。 

５．再交付した場合、認定証に「再交付」を記載する。 
 
第７章 点 検 
 
（状況点検） 
第２２条 監督員は、軌道施工管理者の対応等について、不定期に立会業務状況の点検を行わな

ければならない。 
２．監督員は、点検結果を対応等点検票（別紙 ４）に記載し、軌道施工管理者に不適切
な対応等があった場合は、必要な措置を講じることとする。 
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附 則 
 （適用期日） 
第１条  この実施基準は、平成２０年４月１日から施行する（１９交建工第１５６５号）。 
 
 
附 則  （平成２１年４月１日 ２０交建工第１５９７号） 
この要領は、平成２１年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成２３年４月１日 ２２交建工第１５２９号） 
この要領は、平成２３年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成２４年２月１６日 ２３交建工第１４３５号） 
この要領は、平成２４年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成２７年３月１７日 ２６交建工第１５９３号） 
この要領は、平成２７年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成２９年３月３０日 ２８交建工第１６７０号） 
この要領は、平成２９年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成３０年３月１３日 ２９交建工第１６０９号） 
この要領は、平成３０年 ４月 １日より施行する。 
 
 
附 則  （平成３１年３月２８日 ３０交建工第１８８４号） 
この要領は、平成３１年 ４月 １日より施工する。 
 
 
附 則  （令和２年２月２１日 ３１交建工第１７６５号） 
この要領は、令和２年 ４月 １日より施工する。 
 
 
附 則  （令和４年３月２９日 ３交建工第１６００号） 
この要領は、令和４年 ４月 １日より施工する。      
 
 
附 則  （令和６年３月１９日 ５交建工第１７３９号） 
この要領は、令和６年 ４月 １日より施工する。      
 
 
附 則  （令和６年６月１１日 ６交建工第 ４４６号） 
この要領は、令和６年 ７月 １日より施工する。     
 
附 則  （令和８年２月 ２日 ７交建工第１７９９号） 
この要領は、令和８年 ２月 ２日より施工する。              以  上 


